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Abstract
The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology has been allocating school social 
workers to schools since 2008 to assist children with various issues.  In addition, the Cabinet decided to ap-
portion about 10,000 school social workers in 2019, thus placing one school social worker in every public ju-
nior high school district.  However, since most schools are still confused about the purpose of this move, 
school social workers have not been effectively utilized.
 This study attempts to identify why teachers hesitate to work with school social workers and what roles 
the social workers should play in school.  Factors that influence or cause confusion in teachers are follows: 
（1） The difference between student guidance from teachers and from social workers is unclear, and there is 
confusion regarding role sharing; （2） Teachers consult with school social workers on case only as a last re-
sort. Regardless of the severity or content of the case, intervention from school social workers in the assess-
ment of an incident from an early stage is important. In addition, emphasizing child advocacy and support for 
independence as a unique viewpoint of school social work also leads to the promotion of understanding 
school social workers are assigned to schools
1．はじめに
（1）日本におけるスクールソーシャルワークの導入の背景
近年、就学後の子どもたちを取り巻く貧困やいじめといった課題に対応するためのシステムが整えら
れてきている。スクールソーシャルワーカーの配置もその一つである。日本におけるスクールソーシャ
ルワークの起源については諸説あるが、「スクールソーシャルワーク」という名称を用いたものとしては、
1986 年から埼玉県所沢市で山下英三郎が教育相談員として始めた活動がある。山下（2003）は 1970 年代
後半から 1980 年代前半にかけて校内暴力が大きな社会問題となっていた時期に、学校内に子どもたち
をサポートするシステムが不足していることに問題意識を持ち、1983 年に渡米しスクールソーシャル
ワークを学んだ。1986 年には校内暴力などの問題行動への対応と、この頃から増加しつつあった不登
校の子どもたちへの対応を期待されて教育センターの教育相談員となり、1998 年まで相談支援に携わっ
た。
その後、2000 年に兵庫県赤穂市、茨城県結城市、2001 年に香川県、千葉大学付属小学校、2005 年に
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大阪府に少しずつ自治体レベルでの配置が増え、2008 年度から文部科学省のスクールソーシャルワー
カー活用事業が始まり、同年度内には全国 45 都道府県 141 地域にスクールソーシャルワーカーが配置
された。翌 2009 年度に活用事業は 1/3 補助事業となり一旦配置人数は減少したが、事業の有効性を認
識する一部の自治体は財政負担を覚悟のうえで事業を継続した。その後一旦撤退した自治体においても
配置人数は再び少しずつ増えてきた。また、東日本大震災に対する支援として 2012 年度に始まった「緊
急スクールカウンセラー等派遣事業」において、被災した東北の各県において再びスクールソーシャル
ワーカーの配置・増員がなされた（高橋ら 2016）。
そして「学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困対策の推進」（文部科学省 2013 年）、「い
じめ対策等総合推進事業」（文部科学省 2013 年）、「ニッポン一億総活躍プラン」（厚生労働省 2016 年）、
「ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト」（厚生労働省 2016 年）、不登校、児童虐待防止対策、
さらには「チームとしての学校」（文部科学省 2016年）等の過程の中で、2014年にスクールソーシャルワー
カーを 5 年で約 1 万人に増やすことが閣議決定されている。2019 年度である今年度がまさにその完成
年度となり、約 1 万人に拡充されることによって、全公立中学校区に 1 名ずつスクールソーシャルワー
カーが配置されることになる。
教育的観点からのアプローチだけではなく、心理社会的な側面のケアを含めて多角的に子どもたちを
支援する上で、教員やスクールカウンセラーに加え、スクールソーシャルワーカーが学校に配置拡充さ
れ、教育・心理・福祉に関する多様な専門性をもつ人材が学校現場でチームとして組織化されることは
望ましいことと言える。しかし、全中学校区に配置されるまでに発展してきたとはいえ、スクールソー
シャルワーカー活用事業開始から 12 年目を迎える現在においても、スクールソーシャルワーカーの配
置に多くの学校が困惑し、有効活用しきれていない状況にあると筆者は考える。
（2）アメリカにおけるスクールソーシャルワーカーと教員の役割のすみわけ
約 20 年前にすでに 1 万 8000 人のスクールソーシャルワーカーが活動していたアメリカでは、スクー
ルソーシャルワーカーが、様々なニーズをもつ子どもたちの支援を行う学校スタッフの一員として機能
している。この背景には、1990 年に制定された障害児教育法（Individuals with Disabilities Education Act、
以下 IDEA とする）において特別教育（special education）を要する子どもたちに対して適切な教育を提供
するための関連サービス提供者としてスクールソーシャルワーカーが位置づけられたということが大き
い。特別教育における多職種チームには教員、スクールカウンセラー、スクールサイコロジスト、言語
療法士など、様々なスタッフが含まれているが、この多職種チームによって、対象となる子どもの状況
についてアセスメントを行い、個別教育プログラムを作成し、それに伴って必要な支援を提供し、定期
的にその支援の見直しが行なわれている（半羽 2006）。
このように、配慮が必要な子どもたちへの教育・支援において、アメリカでは教員がスクールソーシャ
ルワーカーと当然のごとく協働する背景に IDEA という法的根拠があることは大きい。しかし、ただそ
れだけでは教員とスクールソーシャルワーカーが実質的にチームとして機能することは難しい。
ではなぜアメリカでは円滑な協働が可能なのか。それは教員とスクールソーシャルワーカーの役割に
明確な違いがあるからである。アメリカにおける教員は教科指導が主な役割であり、子どもたちへの進
路指導やメンタル面のケア、教育に支障をきたす生活上の課題等に対応するのはスクールカウンセラー、
スクールサイコロジスト、スクールソーシャルワーカーなどの他の専門スタッフである。スクールカウ
ンセラーは日本でいう進路指導のような役割として相談支援を行い、心理検査の実施や心理カウンセリ
ングはスクールサイコロジストが行う。スクールソーシャルワーカーは子どもたちの生活背景の調査、
子どもたちや保護者の思いの聞き取りや代弁、学校外の社会資源の紹介などを担っている（Allen-Meares 
2000）。
このように、アメリカにおいては、複数の専門職が協働して特別な支援を要する子どもたちをケアし
ているが、一部その役割や機能に重複があるものの、一定のすみわけができている。特に教員とスクー
ルソーシャルワーカーの役割には大きな違いがあり、役割分担で混乱することは考えにくい。
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（3）教員によるスクールソーシャルワーカーの役割理解についての課題
日本の場合、教員は教科教育はもちろん、生徒指導や進路指導など、アメリカであればスクールカウ
ンセラーやスクールソーシャルワーカーが行うことも伝統的に担ってきた。そのような状況の中にス
クールソーシャルワーカーが導入されることで、教員にとってはこれまで自分たちが行ってきたことと、
スクールソーシャルワーカーが行うことのすみわけが不明瞭で、どのように活用すればよいのか困惑す
ることも理解できる。中ら（2012）は教員を対象に行った調査をもとに、教員がスクールソーシャルワー
カーの活用に疑問や不安があり、活用方法がよくわからないと感じていることや、実際の現場とスクー
ルソーシャルワーカーの動きがあまり結びつかず、イメージできない状況にあることを明らかにしてい
る。調査対象者は多くはないが、筆者も実践上の経験から同様の認識を持っている。しかし、この状況
を今後克服していかなければ、スクールソーシャルワーカーが機能的に活動できないままになってしま
う。
そこで本論文では、教員がスクールソーシャルワーカーの配置に困惑し効果的な連携・協働に至らな
い要因を生徒指導との関連を中心に考察する。その上で、スクールソーシャルワーカーの役割を再考し、
学校でスクールソーシャルワーカーが有効に機能するための課題と展望を検討する。
2．生徒指導におけるガイダンスと児童ソーシャルワーク
（1）生徒指導とガイダンス
日本の小中学校における現在の生徒指導について述べる前に、生徒指導におけるガイダンスについて
触れたい。ガイダンスは戦後の中等教育の新教育として導入された。ガイダンスは「生活活動のあり方
について各自が生活を設計し営んでいく上で、必要な援助を必要なときに適切に与える用意とプログラ
ムをさす」（教師養成研究会 1948）。ジョーンズ（Jones,A 1945）は「ガイダンスは誰かによって与えられ
る個別的な援助」であり、「その人の人生の中で生じる問題を解決する中で援助すること」で、「それは個
人の問題を解決するのではなく、個人が問題を解決することを援助」すると述べている。さらに、ガイ
ダンスでは「問題に焦点がおかれるのではなく、個人におかれて」おり、「その目的は個人が自己指導能
力を成長させる中で援助すること」だとしている。
「個人が問題を解決する」というゴールを目指すということに関しては、ガイダンスもソーシャルワー
クも大きな違いはない。しかし、ゴールに向けてのアプローチの方法には違いがある。ガイダンスは個
人の指導能力の成長に力点を置いているが、ソーシャルワークでは個人の成長にも着目する。ソーシャ
ルワークでは個人の力が発揮できない環境要因に着目し、そこに積極的に働きかけていくことで、個人
の力が発揮される環境を作ることに着目する。
とはいえ、こうしたガイダンス導入期に、児童福祉法に触れて論じるものがいた。1949 年に『ガイダ
ンス』を著した赤井（1949）は、児童労働問題などに触れ、家庭の経済問題に “ 触れざるを得ない ” とし、
児童相談所や児童養護施設などの紹介をするとともに、学校関係者にその素養を求めた。1950 年前後
は戦後の混乱の中で戦災孤児が街頭で靴磨きや新聞売りなどをして命をつなぐなど、子どもの貧困問題
は深刻であった（中村 2011）。そのような中、一定の環境改善への働きかけを教員の仕事として位置づ
けているのである。「ガイダンスワーカー」を紹介している澤田（1949）によると、ガイダンス・ワーカー
とは、①学校の教室およびホームルームにおいて、また課外活動の援助者として働く教員、②先の①と
の連携調整や援助、補足するガイダンスのリーダー、③精神医学や心理学、社会事業、職業選択といっ
た専門家、④社会教育、地域の医療機関、児童相談所、司法、レクリエーションなどの諸機関として、
教員一人で対応できるものではない職種で、③を学校に配置することが難しいため、②に着眼し、「教
師には児童福祉の素養があり、児童生徒の要求に敏感であること」（澤田 1949）が求められる。つまり、
教員による環境への働きかけの期待を示している。これは、現代の生徒指導の機能と同様のものである。
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（2）スクールソーシャルワーカーの職務内容
このあとに議論する生徒指導との役割の混乱に関連する内容であることから、ここで、スクールソー
シャルワーカーの配置形態と職務内容について触れておきたい。
スクールソーシャルワーカーの配置形態には、学校配置型、拠点校型、派遣型の 3 種類があり、派遣
型は学校から派遣依頼を受け取った上で学校等に訪問して相談にあたる。拠点校型は、拠点校を含む学
校区を管轄することが一般的で、拠点校以外の学校については派遣依頼があった際、あるいは月 1 回、
月 2 回など回数と時間を決めて定期訪問するという形態である。一方、学校配置型は一つの学校のみを
担当する。
文部科学省によるスクールソーシャルワーカー活用事業におけるスクールソーシャルワーカーの職務
内容は以下のとおりである。
1．問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛け
2．関係機関等とのネットワークの構築、連携・調整
3．学校内におけるチーム体制の構築、支援
4．保護者、教職員等に対する支援・相談・情報提供
5．教職員等への研修活動　等（文部科学省 2008）
生徒指導提要（文部科学省 2010）によれば、「スクールソーシャルワーカーは、社会福祉の専門的な知識、
技術を活用し、問題を抱えた児童生徒を取り巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつな
ぎ、児童生徒の悩みや抱えている問題の解決に向けて支援する専門家」と説明されている。そして「チー
ムとしての学校」においては、専門性に基づくチームの一員としてスクールソーシャルワーカーが位置
づけられている（文部科学省 2016）。
こうしたスクールソーシャルワーカーについての職務内容に関する説明から、今村・下田（2017）も指
摘しているように、「スクールソーシャルワーカーと言えば、『連携』『協働』『チーム』『つなぎ』といっ
たキーワードが先立って出てくる」。しかし、ここにスクールソーシャルワーカーと生徒指導に携わる
教員の役割とのすみわけを混乱させる要因がある。
（3）無境界性
佐藤（1997）は教員の仕事には「無境界性」という特徴があると分析している。その仕事内容には専門職
や関係機関との連携による対応が求められることとなり、つまり「連携」「つなぎ」を実践していると解
釈できる。非行防止対策における学校と警察の「連携」は積極的に行われているし、市の福祉や児童相談
所とも該当ケースを通して一定の繋がり（「連携」）がある。もちろん、それらの関係機関とも「協働」して
おり、チームとして関わっている。中学卒業後に就職する生徒についてはハローワークや地域との「連携」
を通じて生徒と就職先を「つなぐ」役割も担っている。佐藤（1997）はこの「無境界性」は教員の教科指導と
いう専門性を空洞化するものだと問題視している。確かに、こうした「連携」や「つなぎ」の仕事は教員に
とってはある意味専門外の仕事であり、時間のかかる作業でもあるので労働を増加させることにもなる。
筆者は日本の教員のオーバーワークの一端がここにあり、チーム学校の導入には、教員の専門外の仕事
を軽減し、教員の力を発揮できる環境を整えていく意図があると推測する。しかし一方で、佐藤（1997）
はこの「無境界性」が教員の「専門領域に総合性と統合性と自立性を要請する基盤を準備している」と指摘
している。つまり、佐藤の指摘をふまえれば、これまで教員が行ってきた無境界性にもとづく仕事は、
物理的な負担はあるが、教員として総合的に機能していくためには必要な要素であるといえる。
そう考えると、単にスクールソーシャルワーカーが配置され、「連携」「つなぎ」はスクールソーシャ
ルワーカーの専門領域であると言われても、教員の仕事から「連携」「つなぎ」を切り離すというわけに
はいかない。まして、週に 1 回など限られた時間しか配属されないスクールソーシャルワーカーに、ど
のタイミングで何をどこまで相談・依頼すればよいのか困惑するのはある意味当然のことかもしれない。
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スクールソーシャルワーカーは、こうした教員の「無境界性」と自身の勤務形態、そして学校アセスメン
トを踏まえた上で、教員との協働のあり方について検討していく必要がある。学校アセスメントは、す
でに述べたスクールソーシャルワーカーの職務内容の「学校内におけるチーム体制の構築、支援」に該当
する。学校の規模や伝統、子どもたちの様子、教職員の知識や意識、これまでの生徒指導体制、保護者
や地域の特性などを考慮に入れ、それぞれの学校に合った校内支援体制の構築を図ることは重要である。
3．生徒指導提要における生徒指導とスクールソーシャルワーカーとの連携の課題
生徒指導の理論や考え方、実際の指導方法等を取りまとめた教員向けの基本書として『生徒指導提要』
（文部科学省 2010）がある。この『生徒指導提要』は、『生徒指導の手びき』（1965）が『生徒指導の手引（改
訂版）』（1981）となったものを全面改訂したものである。
生徒指導提要には、生徒指導の意義として、「一人一人の児童生徒の人格を尊重し、個性の伸長を図
りながら、社会資質や行動力を高めることを目指して行われる教育活動」で「学校生活がすべての児童生
徒にとって有意義で興味深く、充実したものになること」と明示されている。
生徒指導提要には、他職種との連携について、「連携とは、学校だけでは対応しきれない児童生徒の
問題行動に対して、関係者や関係機関と協力し合い、問題解決のために相互支援すること」で、「何か問
題があった場合に、『対応のすべてを相手に委ねてしまうこと』」ではなく、「学校に『できること』と『で
きないこと』」を見極め、学校ができない点を外部の専門機関などに援助してもらうこと」と記されてい
る。これは「スクールカウンセラー、専門機関等との連携」と題して生徒指導提要の第 5 章第 3 節の 1 に
記載されているが、この節に専門機関等としてスクールソーシャルワーカーも説明されている。つまり、
改訂前は、この担い手は教員が中心であったが、『生徒指導提要』ではスクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー、その他の専門機関等とのチームによる支援の意義が記され、多様な人材の活用が
望まれていると解釈できる。
この「連携」のあり方についての記述に、スクールソーシャルワーカーを学校で有効活用することを妨
げる要素がある。それは「学校だけでは対応しきれない」という部分である。ここでいう「学校」とは「教員」
を指すものと思われ、スクールソーシャルワーカーは含まれていない。つまり、スクールソーシャルワー
カーは学校内のチームの一員ではなく、「外部の専門機関」という捉えになる。
「学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困対策の推進」や「ニッポン一億総活躍プラン」等に
おいて 1 万人に増員されたスクールソーシャルワーカーは、中学校配置を基本とする学校配置型、ある
いは配置された中学校区の小学校も必要に応じて担当する拠点校型である。学校配置型として原則週 1
回、配置校にスクールソーシャルワーカーが勤務することになる。学校配置型としたのは「チームとし
ての学校」を強化し、より迅速にケース対応することが期待されてのことである。そこには、「外部の専
門機関」としてのスクールソーシャルワーカーではなく、学校内のチームの一員として機能することが
期待されているはずである。スクールソーシャルワーカーとしてより機能的・効果的に活動するために
は、「学校だけでは対応しきれない」状況に陥る前から関わる必要がある。
4．「チームとしての学校」におけるスクールソーシャルワーカーの役割
（1）チームとしての学校の概要
「チームとしての学校」では、学校現場で直面する複雑化・多様化した課題を解決していくために、学
校の組織としての在り方や学校の組織文化に基づく業務の在り方などを見直し、子どもたちに必要な資
源や能力を身に付けさせることができる学校像を目指している。そのために、①専門性に基づくチーム
体制の構築、②学校のマネジメント機能の強化、③教職員一人一人が力を発揮できる環境の整備という
3 つの視点から転換を図ろうとしている（文部科学省 2016）。
「①専門性に基づくチーム体制の構築」は教員以外の専門スタッフの参画が謳われているが、スクール
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ソーシャルワーカーもその中に位置づけられている。ただし、チームの中心は教員である。教員が中心
となってスクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーと連携・分担をしながら学校の教育力や
組織力を向上させることを目指している（文部科学省 2016）。
（2）アセスメントへの参加
今村・下田（2017）は、スクールソーシャルワーカーにとって「学校という現場でより機能しやすい専
門性は、子どもたちの『状況分析』」であると指摘している。今村・下田のいう「状況分析」とは、「課題が
複雑化している中で、課題の本質を見抜くこと」であり、アセスメントを意味している。今村・下田は、
アセスメントはそれらの課題を可視化するもので、学校において欠かせないものであると述べている。
ただ、このアセスメントの場にスクールソーシャルワーカーが参加すること自体が容易ではないとい
うそもそも論が存在する。高石（2016）は教員へのインタビュー調査から、専門職を含めたチーム対応の
必要性を教員が認識するのは、教員が学校内の対応だけでは状況が改善しない「学校対応の限界」を感じ
たときであると分析している。典型的な例を紹介すると、スクールソーシャルワーカーの当該校への勤
務が週 1 回の場合、スクールソーシャルワーカーが不在時の学校の様子やケースの状況を、次の勤務日
にスクールソーシャルワーカー担当窓口教員から聞いたとしても、それは「相談」ではなく「報告」に留ま
り、具体的なケースへの介入に至らないということはよくあることである。そこで報告されるケースは、
教員（学校）として対応中であるので、まだスクールソーシャルワーカーに相談するというラインには
至っていないということになる。連携の困難さが浮き彫りになる一例である。
あるいは、高石（2016）は連携初期段階においても「教師はスクールソーシャルワーカーに相談をもち
かけるものの、その一方で、スクールソーシャルワーカーが何をしてくれるかわからず『とまどいなが
らの導入』」になりやすいことを指摘している。さらに高石（2016）は、「スクールソーシャルワーカーが、
教師の困り感を捉えて『相談しやすい関係性の構築』を行う」ことで教師が相談しやすくなり、さらには
その相談過程において「子どもを中心に考える価値観や他機関との連携を通して、『スクールソーシャル
ワーカーの専門性を実感』」し、さらにそれが「信頼関係構築による実際の活動への発展」に繋がると述べ
ている。一定の経験年数やソーシャルワークの理論基盤を持っているスクールソーシャルワーカーであ
れば、高石の分析どおりの展開が期待できる。しかし、新任のスクールソーシャルワーカーや福祉のバッ
クグラウンドを持たず、かつ福祉的視点の理解が不十分なスクールソーシャルワーカーである場合注ⅰ、
筆者の実践上の経験では、教員のとまどいがそのままスクールソーシャルワーカーのとまどいとなり、
さらなる混乱を招く事態となりかねない。
そもそも教員が「学校対応の限界」を感じなければスクールソーシャルワーカーに相談しない、つまり
「学校対応の限界」が生じたときのみスクールソーシャルワーカーに相談するという構図は、支援の視点
から考えて効率的ではない。これはすでに述べた、スクールソーシャルワーカーを外部の専門機関とみ
なし、「学校だけでは対応しきれない」状態になってから相談をするという状況と同質である。「学校対
応の限界」を感じたケースはすでにかなり厳しいケースといえる。筆者の実践上の経験から述べること
であるが、学校が対応に限界を感じるケースは、子ども－学校間、あるいは保護者－学校間の関係性が
非常に悪く、子どもや保護者が支援を頑なに受け入れない状況になっており、スクールソーシャルワー
カーが子どもや保護者に出会うことすら難しいものも少なくない。まずはスクールソーシャルワーカー
が当該の子どもや保護者に「出会う」ところまでで時間を要し、信頼関係を構築するのにさらに時間を要
することから、具体的な支援につなげるまでに相当な時間が必要となる。
中には長い年月をかけて支援を必要とする状態に至ったというケースもある。そういうケースに対し
ては、多くの場合スクールソーシャルワーカーが介入したとしても、短期間で状況を改善することが難
しく、できることも限られてくる。これも筆者の経験によるものであるが、例えば長期にわたる不登校
ケースなどはそれに該当する場合が多い。不登校となった当初は不登校となった理由があったかもしれ
ないが、不登校状態が長く続いたことで、そのきっかけとなったこと自体がすでに学校に足が向かない
理由になっていないにも関わらず、登校しようとすると腹痛や吐き気などの身体症状が現れて登校でき
D11759_72001047_半羽利美佳.indd   56 2020/03/13   10:29:47
スクールソーシャルワーカーの有用性に関する考察
－ 57 －
ず、結局不登校状態が継続しているようなケースがある。このようなケースでは、当該の子ども自身も
自分が不登校になっている理由が複合的でわからなくなっていることが多く、ゆえに登校に向けて具体
的な手立てを講じることが難しい。このようなケースにおいてできることは、まずは当該の子どもや保
護者の辛さや不安を受容しながら寄り添うということである。しかし、例えばスクールソーシャルワー
カー活用事業においては、スクールソーシャルワーカーが子どもたちと関われるのは中学校を卒業する
までというタイムリミットがある。このようなケースについて卒業間近に相談があっても、卒業までに
大きな変化を期待できないことも少なくない。
スクールソーシャルワーカーの介入をより効果的なものにするには、できるだけ早い段階、つまり問
題が深刻化・長期化していない段階でスクールソーシャルワーカーがアセスメントのプロセスに加わる
ことが重要である。早期に関わることでターゲットとなる具体的な課題が見えやすくなり、それによっ
て可能な支援が増え、結果として状況を改善することへの可能性も高まることは言うまでもない。
（3）スクールソーシャルワーカーの認知
「とまどいながらの導入」も「学校対応の限界」が来てからの導入も、その根底にそもそもあるものはス
クールソーシャルワーカーが何をするのかわからないという不安感だろう。これは先に述べた中ら
（2012）の研究でも明らかとなっている。スクールソーシャルワーカー活用事業の職務内容は既に示した
とおりだが、具体的にスクールソーシャルワーカーが何をするのかは教員の側からは見えにくい。だか
ら、教員にしてみればどのようなケースを相談したらよいかが判断できない。さらに週 1 回という勤務
日数も、教員にしてみれば連携が組みにくい。問題状況が起きたその時に不在であると、すぐに相談を
かけることができず、結局教員間で対応することになる。教員が「毎日そこにいて子どもに関わる」中で
日々さまざまな問題が生じるわけだが、そのタイミングにスクールソーシャルワーカーが居合わせれば、
「今ここで」の対応のために、教員がスクールソーシャルワーカーに相談しやすいが、週 1 回という勤務
でそのタイミングに居合わせるチャンスはあまり期待できない。そうなると、一旦教員間で対応に着手
したケースについて途中からスクールソーシャルワーカーに改めて相談をかけるということは、日々多
忙な教員の負担になることも想像に難くない。ましてや一旦落ち着いたように見えるケースに関して、
改めてスクールソーシャルワーカーのアセスメントを求めるに至らないことも同様に首肯できる。しか
し、教員の対応によって一旦落ち着きを見せても、必ずしも子どもたちにとって学校が、あるいは家庭
や地域が安心・安全な状況になっているとは限らない。問題状況が再燃したり、子どもたちが不本意な
ままで終わってしまったりする場合もある。例えば、いじめの対応において、被害児童生徒や加害児童
生徒の思いや望んでいる対応方法などについて十分な聞き取りをしないまま、あるいは加害児童生徒の
思いや言い分を十分聞かないまま、加害児童生徒が被害児童生徒に謝罪するような場を設定しても、両
者ともにその方法に納得していなければ、表面上は解決したとみなされても、本人たちは理不尽な思い
をしたままである。そのようなことがないように、チーム学校として担任、生徒指導担当教員、スクー
ルカウンセラー、そしてスクールソーシャルワーカーがそれぞれの専門性からアセスメントを行い、そ
れらを共有して支援や対応策を組み立てていくことが重要となる。
5．スクールソーシャルワーカーによる子どもたちの権利擁護と自立支援の視点
スクールソーシャルワーカー活用事業の職務内容にも記されているように、環境への働きかけはソー
シャルワーカーの特色といってよい。「学校等における児童虐待防止に向けた取り組みについて（報告
書）」（2006）では、「環境に働きかけるプロセスにおいては、連携、仲介調整などの機能が不可欠であり、
それらの機能を発揮することがソーシャルワーカーの特性であり、役割でもある」と示されている。し
かし、環境に働きかけるには子どもたちの権利擁護や自立支援の視点があることが重要である。
権利擁護と自立支援の視点について、自閉症スペクトラムの子どもを例に考えてみよう。今現在は学
校で適応をみせている場合、スクールソーシャルワーカーの介入は不要だと判断されることがある。確
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かに、大きなトラブルはなく、子ども自身も安心して学校生活を送れている。しかし、それは学校とい
う守られた環境であるから安定していると推察できる。学校という枠組みから出て社会で生活し始める
と、これまで守り支えていた教員等の不在によって不安定な生活を強いられる危険性を推察できよう。
このようなケースに対しては、スクールソーシャルワーカーは予防的な観点で関わることができる。学
校というサポートシステムがなくなった後も社会生活を安心して送れるように、保護者の子どもの将来
に対する不安な思いを軽減するために、在学中からしかるべき社会資源と繋ぎ、権利擁護と自立支援に
向けた新しいサポートシステムを構築するという支援が必要である。
このように、スクールソーシャルワーカーは現在目の前にある課題解決のために環境に働きかけるだ
けではなく、将来的な自立支援の視点をもって子どもの状況をアセスメントし、予防的に環境に働きか
けることができる。これは安心安全な生活という子どもの権利を擁護する働きかけでもある。そう考え
ると、顕著な生活上の課題などはなく教員間で対応できていて、スクールソーシャルワーカーの直接介
入は必要ないと思われるケースであっても、子どもたちが安定しているという状況からスクールソー
シャルワーカーがアセスメントに加わることに意味がある。そもそも、誰がどのように支援するのかと
いった分担はアセスメントの結果として導き出されるものである。スクールソーシャルワーカーやス
クールカウンセラーの勤務時間が限られる中で、多職種で集まるという状況を作り出すこと自体が容易
ではない。しかし、早期段階で多職種が集まってアセスメントをすることで、短期介入での状況改善や
予防的介入が期待できる。この早期段階の多職種によるアセスメントの有用性をスクールソーシャル
ワーカーが教員に伝え続けることは、子どもたちの権利擁護と自立支援の視点からも意義があると考え
る。
おわりに
複合化した様々な問題が子どもたちを取り巻く中で、スクールソーシャルワーカーの有用性が評価さ
れ配置拡充が広がっているにもかかわらず、学校現場ではスクールソーシャルワーカーが十分機能しき
れていない状況について、その要因を検討した。
学校が困惑している要因としては、①これまで教員が行ってきた生徒指導とソーシャルワークとの違
いが見えにくく、役割分担の混乱が生じていること、②スクールソーシャルワーカーに相談を持ちかけ
るのは学校対応の限界を感じた場合であること、③スクールソーシャルワーカーの配置目的と配置状況
が市町村レベルで曖昧であること、が挙げられる。これらを踏まえ、スクールソーシャルワーカーは自
立支援の視点や権利擁護という観点から早期にアセスメント場面に加わることの重要性を強調する必要
がある。また、学校・教員もスクールソーシャルワーカー自身も、スクールソーシャルワーカーの配置
拡充に至った政策的な背景を理解し、限られた勤務時間数で活動する目的と活動することの意義を各学
校・市町村教育委員会で検討する必要がある。
スクールソーシャルワーカーの本格的な導入は 1995 年に始まったばかりである。スクールソーシャ
ルワーカーが学校のスタッフとして自然に認識されるようになるまでにはしばらく時間が必要かもしれ
ない。しかし、スクールソーシャルワーカーが自分たちの役割を理解し、チーム学校の一員として自覚
し、積極的に教員にアプローチしていくことが求められる。
一方、スクールソーシャルワーカーの必要性が認められ配置拡充されることは、子どもの健全育成の
観点から望ましいことではあるが、その一方で課題も出てきている。筆者の経験から最も大きな課題の
一つと感じるのは、スクールソーシャルワーカーの導入について具体的なビジョンを持たないまま配置
だけを拡充している都道府県・市区町村教育委員会が少なからずあるということである。既に述べたよ
うに、文部科学省はスクールソーシャルワーカーの職務内容を明示しているが、限られた勤務時間の中
で何をどこまでするのか、優先順位をどうつけるかを判断する基準は、雇用側がスクールソーシャルワー
カーの配置によってどのような状況を目指しているのかというビジョンに係わる。ビジョンの不明確さ
は、教員だけではなくスクールソーシャルワーカーも困惑させ、有用性を妨げる結果を招くことになる。
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「学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困対策の推進」や「ニッポン一億総活躍プラン」で
は、スクールソーシャルワーカーを 1 万人に増員し、中学校への配置、あるいは中学校を拠点校として
校区内の小学校を管轄する中学校区モデルという実施方法を掲げている。一方で、「学校教育法施行規
則の一部を改正する省令」においては、「スクールソーシャルワーカーは、小学校における児童の福祉に
関する支援に従事する。」と明文化されている。中学校区モデルは校区内の小学校も管轄するとはいえ、
実際は問題が山積している中学校の対応で手一杯で、小学校までなかなか手が回らないというところも
少なくない。また、スクールソーシャルワーカーの人材不足は顕著で、社会福祉士や精神保健福祉士の
有資格者を確保できない地域も多い。支援の質を担保するためにも、今後研修やスーパーバイズの体制
を整えていくことや、安定した人材供給を目指していかなければならない。
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